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〔要　　　旨〕

2015年の農協法改正は，農協等の株式会社への組織変更を認める規定を創設したが，株式

会社が協同組合よりも効率的だとする実証はない。

組織はあくまで手段であって目的ではない。「組織は戦略に従う」のであって，決してその

逆ではない。したがって，もっとも重要なのは，「われわれの事業は何か。何であるべきか」

に対する答えを，組織として，しっかりもっていることである。

協同組合にとっての「成長の意味」を徹底して検討せず，組織の基本と原則を忘れた戦略

なき組織転換の行き着く先は，経営の破たんであることを多くの先例は教えている。

協同組合の株式会社化とその問題点
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同組合や相互保険（共済）などのような利

用者が所有し管理する協同組織が投資家所

有企業へ組織構造を転換する意味で使用し

ており，それは協同組合等が相互扶助組織

としてのアイデンティティを失って，投資

家所有の企業に転換することを意味するも

のとして使用している。世界の多様な組織

形態や多様なガバナンス構造をもった協同

組合について，「株式会社化」というくくり

で一括して論じることに無理や限界もある

ものの，一定の傾向や特徴を抽出すること

は可能だろうと思われるので，既存の文献

を手がかりに，近年，協同組合の世界で何

が起きているのか，株式会社化を促してい

る要因と協同組合の株式会社化における問

題点を整理してみるのも無益ではないであ

ろう。
（注 1） Battilani and Schröter （2012）, 

Mullineux （2014）

1　株式会社化の諸相

20世紀末以降の金融・経済環境の激変の

なかで，あらゆる企業が新たな環境変化に

対応して金融や組織構造上の戦略の見直し，

変革を迫られてきたことは疑いがなく，協

同組合にあっても同様である。協同組合に

関していえば，例えば90年代以降，アメリカ

やカナダを中心とするいわゆる新世代（農

業）協同組合の誕生や，イタリアやスペイ

ン等における協同組合のグループ化やネッ

トワーク化といわれるものの進展（Battilani 

and Schröter（2012））もその例である。これ

はじめに

先の農協法改正で，信用事業または共済

事業を行う組合以外の出資組合の株式会社

への組織変更を可能とする規定が設けられ

た。組織戦略上の選択肢が広がることは好

ましいのではないかとする意見がある一

方，協同組合を否定ないしは蔑
ないがし

ろにする意

図をもったものだとの批判が多い。

協同組合の株式会社化（またその逆も同

様）というのは，何も今日にはじまった問

題ではなく，協同組合が誕生して以来の問

題である
（注1）

。わが国においても当初は農業生

産者の協同組合としてスタートし，その後

大規模な株式会社になったケースもあるよ

うに株式会社化は無縁なものではない（雪

印乳業など）。しかし，20世紀の後半，とり

わけ1990年代以降の世界の協同組合の株式

会社化には，協同組合が活動する分野ごと

にその性格にも違いがあるが，以前とは質

的に異なる社会的背景の存在とともに一定

の傾向をみてとることができるであろう。

世界的には，各国の法的枠組の違いもあ

り，協同組合であるか否かという問題とそ

の組織の法形式とは，理論的には別個の問

題であるといえる。利用者が所有し管理す

る株式会社形態の組織もあるし，また協同

組合の特質を維持しながら上場会社と同じ

仕組みを組み込んだ，いわゆるハイブリッ

ドな組織形態を採用している協同組合も存

在している。

ここで「株式会社化」という言葉は，協
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Societie
（注2）

s）の業務規制を緩和するとともに，

住宅金融組合が上場会社に組織転換できる

途をひらいた。その結果，86年のアビー・

ナショナルを皮切りに90年代に多くの大手

の住宅金融組合が不動産金融銀行に転換し

たが，これらはすべて他の銀行グループに

よって買収されたか，経営困難になり国有

化（ノーザン・ロックとブラッドフォード＆

ビングレイの２つ）されてしまった
（注3）

。したが

って，イギリスにおける住宅金融組合の株

式会社化は疑いもなく失敗だったといえよ

う。

株式会社化されなかった住宅金融組合は，

金融危機を乗り切った。また世界の協同組

織金融機関も金融危機を通じて安定的で，

利用者の信用を勝ち得てきたことから，協

同組織金融機関の意義が再評価され，ノー

ザン・ロックの最終的な処理も再び協同組

織の金融機関へ移行すべきとする主張や期

待が高まった
（注4）

が，結果的には12年にヴァー

ジン・マネー（イギリスのベンチャー企業）に

売却されることとなった。しかし，外部の

投資家のためではなく，組合員に対する最

大の便益の提供を目的として，短期間に利

益をあげることや，外部の投資家のキャピ

タル・ゲインに焦点を当てることなく長期

的な戦略に基づいて経営が可能な協同組織

金融機関が存在するということが，金融サ

ービスという分野における消費者に対する

多様なサービスの提供と競争を促す環境を

維持するうえで重要であるとの認識が政策

当局の間でも高まったとみてよいであろう
（注5）

。

問題は，なぜイギリスの住宅金融組合の

らの２つは組織変革の方向は異なるが，協

同組合の性格を維持しながら投資家所有企

業の有利点，なかんずく伝統的な協同組織

における制約の一つになっている事業を展

開するに必要な資本金の調達を企てたとこ

ろに特徴の一つがある。これらは，いわば

組織のハイブリッド化ともいうべきもので，

こうした組織構造や組織モデルの革新は，

20世紀末から21世紀に入っての協同組合の

際立った特徴であるのは疑いのない事実で

ある。

しかし，環境変化にうまく対応できずに

経営が破たんするケースも少なくない。協

同組合の破たんは，経営が行き詰まって破

産・清算の途を選択するか，やむなく株式

会社に身売りをするか，あるいは組織転換

することに行き着くが，協同組合のなかに

は，自らの原点を放棄して，積極的に株式

会社に転換したケースも少なくない。

この後者の例の典型としては，イギリス

の住宅金融組合をあげることができるが，

以下では，株式会社化が比較的多くみられ

た金融分野，農業分野およびいち早く進ん

だ小売分野の協同組合の典型的なケースを

中心に，何が起こったかをみておこう。

（1）　金融分野の協同組合

金融分野の協同組合（相互保険・共済を含

む）の株式会社化は，規制緩和，金融制度

改革と密接な関連をもっている。イギリス

の1986年の住宅金融組合法は，サッチャー

政権下のビックバン改革に伴う金融制度改

革の一環として，住宅金融組合（Building 
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同じようなことがどこの国でも生じるとい

うものではないであろう。

欧米においては，生命保険（共済）の分

野でも90年代に入ってから急速な少子高齢

化の進展のもとでの市場の縮小や金融制度

改革の流れのなかで，相互会社から株式会

社への転換が進んだ。日本でも，96年の保

険業法改正により相互保険会社の株式会社

化が可能となったが，膨大な数の株主管理

に伴うコスト等の問題から実際に株式会社

化を行う会社はあらわれず，株式会社化が

現実化したのは2000年の改正による端株一

括売却制度の導入以降である。

しかし，アメリカにおいても依然として

大手の生命保険会社が相互会社の形態をと

り，わが国でも最大手の日本生命を含む５

社が相互会社形態をとっており，株式会社

化が積極的に指向されているというわけで

はない。相互保険会社の株式会社化につい

ては，柔軟かつ迅速な資本調達の必要性と

いうことがよくいわれるが，それは何も今

にはじまった問題ではなく，むしろ相互会

社では不可能な経営の多角化などに柔軟に

対応できるというのが理由であろう。しか

し，契約者の利益だけを考えれば相互会社

形態でできないことは何もなく
（注8）

，また海外

展開することも法的には可能である。

経営環境の変化や経営判断の誤りによっ

てもたらされる経営難は，株式会社におい

ても当然起こるので，相互会社形態である

こと自体に問題があるわけではなく，契約

者にとっての真の利益とは何かを考えるこ

とこそが組織形態を考える以前に重要なこ

株式会社化が誘発されたかである。表向き

の誘因は，①増大する資本の調達を確実に

すること，②金融制度改革においてより積

極的なポジションを確保すること，③融資

や資金調達の制約から解放されること，④

業務を多角化しリスクを伴うが収益性の高

い業務分野に進出することなどであるが，

裏に隠れた動機は，何世代にもわたって蓄

積され現状のままでは手をつけることがで

きない財産に対する権利の制約を解放し，

タナボタの利益を得るという私欲である
（注6）

。

まず何より，株式会社化の計画を立案す

るのは組合員の代表ではない経営陣で，そ

の動機は企業を成長させることでより多く

の報酬を手に入れたいという機会主義的な

動機である。加えて株式会社化が一般的な

傾向となるにつれ，組織転換によるタナボ

タの利益（Windfalls）を狙って預金し，組

合員になり株式会社化を工作するカーペッ

トバッガー（Carpetbagger）と呼ばれる人た

ちがあらわれてくることで株式会社化がも

たらされてきた
（注7）

。

なお，これによって国民の間に「株式会

社化は宝くじに当選したようなものでおい

しいもの」という意識が定着したといわれ，

なかには「相互扶助組織を輝けるキャッシ

ュ・ディスペンサーと見る」輩もあらわれ

たといわれる（松岡（2000））。そしてその矛

先は，同じ組織構造をもつ相互扶助組織で

ある相互保険会社に向かうこととなった

（同）が，タナボタの利益を狙ったカーペッ

トバッガーが活躍できるか否かは，それぞ

れの国の法制度等によっても異なるので，
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（注 9） 欧州の協同組合銀行については，斉藤（2004）， 
斉藤・重頭（2010）等を参照願いたい。

（2） 　農業分野の協同組合

多くの農業協同組合は，依然として伝統

的な協同組合原則に立脚した協同組合とし

て存在しているが，ここ数十年の間に，欧

米の多くの伝統的な農業協同組合は，著し

い変貌をとげてきた（Nilsson et al （2009））。

それらの一部のものは組合員に組合財産に

対する個別的な所有権を認めるなど新たな

モデルの農業協同組合に移行し，一部は合

併等によって消滅した。また，多くの農業

協同組合が経営破たんし，いくつかの協同

組合は事業の一部を投資家に手放すことで

ハイブリッド型の協同組合となり，さらに

他の一部は投資家所有企業に転換した

（Nilsson et al （2012））。

これは，農業の産業化ないしは情報化時

代の農業といわれるようなフードシステム

の変容のもとでの資本集約的な農業生産の

進展，世界規模での市場競争の激化という

背景のもとで起きたものである。

ここでは，ベックムとベイマン（Bekkum 

and Bijman （2006））の類型化に従って，農

業協同組合が資本増強に対する解決策とし

て選択した様々なパターンがあることだけ

を紹介しておこう
（注10）

。

① 　企業価値の増大を反映した出資や参加

証券を導入するケース

これは，出荷高にリンクし（またはリ

ンクしないものもある），譲渡禁止（内部的

には売買可）が付された議決権を伴わな

い出資証券等を発行し，年次ベースで評

とである。

ちなみに，経営の効率性を何をもって測

るかは問題であるが，株式会社が相互会社

よりも経営効率において勝るという実証は

ない。日本における89年から09年までのデ

ータに基づく確率的フロンティア生産関数

を用いた分析（久保（2012））では，相互保

険会社が株式会社の保険会社よりも効率性

が高いという分析結果が示されている。い

ずれにせよ，外部環境に適応できない組織

はいずれ淘汰されることになるので，むし

ろ相互会社，株式会社の両形態があること

が「両社の経営者」のそして「株主」のけ

ん制となる（同）といえよう。

なお，イギリスの住宅金融組合と相互保

険会社以外のケースは，紙幅の都合で省略

する
（注9）

。
（注 2） イギリスの住宅金融組合は，住宅購入資金

を会員間で融通することを目的とした協同組織
の金融機関である。現在46の住宅金融組合があ
り， 2百万人を超すメンバーに対しサービスを
提供し約 4万人の従業員を抱え，住宅抵当ロー
ン市場で約21％，個人貯金市場で約18％の市場
占有率を占める（The Building Societies 
Associationのホームページより）

（注 3） HM TREASURY （2012）, BSA （2009）
（注 4） All-Party Parliamentary Group for 

Building Societies and Financial Mutuals 
（2006）， Birchall and Ketilson （2009）， 
Battilani and Schröter （2012）

（注 5） All-Party Parliamentary Group for 
Building Societies and Financial Mutuals 
（2006）, Martin and Hesse （2007）, European 
Parliament resolution of 5 June 2008 on 
Competition, BSA （2009）, Michie and 
Llewellyn （2010）, HM TREASURY （2012）

（注 6） BSA （2009）
（注 7） Co-operative News （16 May 2014）， 

BSA （2009） pp.33-34
（注 8） 岡本圀衛（2008）「株式会社にしかできない

戦略展開はない」『金融財政事情』2784号
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トロール権を有する会社であるが，乗っ

取りの餌食になるのが常である。

なお，乗っ取りではないが，農業生産

者の市場へのアクセスに伴うリスクがな

くなり公正な価格が実現されるような市

場環境が出来上がってくることで，協同

組合の必要性に対する認識がなくなり，

キャピタル・ゲインを得るために純然た

る投資家所有会社に変身するケースもあ

る。

⑦　ハイブリッド型の上場化

これは協同組合としての法形式を維持

しつつ，外部からの資本調達も容易にし

ようとするものである。

前述のように優先出資の発行という手

法もあるが，この例は，メンバーの種類

として，事業は利用せず出資だけをする

投資家を新たに加えるものである。北米

や欧州の新世代農業協同組合が該当す

る
（注11）

。その場合の出資は，優先株（出資），

議決権のない普通株，議決権のある証券

の場合もある。

この種の変形タイプとしては，上場す

る子会社を設立し，協同組合は持株会社

的に残るもの（Chaddad and Cookらのい

うアイリッシュ・モデル）であるが，どこ

まで協同組合が支配権を維持できるかは

問題である。このアイリッシュ・モデル

の亜種ともいうべきフィンランド・モデ

ルと呼ばれるものがある。これは既存の

子会社を上場し，株式保有数においては

少数派となっても支配権を確保するため

の種類株式を保有することで農業協同組

価するとともに脱退した場合等にメンバ

ーが企業価値の増大に参加できるように

したものである。

②　劣後債を発行するケース

これは組合員の支配権に影響を与えな

い形で外部から資本調達をしたものであ

る。

③ 　子会社を通じあるいはグループレベルで

外部の投資家から資本を調達するケース

多くの農業協同組合が特定の種類の組

合員や出資者として利用者以外の外部投

資家を抱えているが，これは子会社やグ

ループレベルで上場等を条件にして外部

から資本参加を求めるケースである。

④ 　優先株や優先出資証券を発行・上場す

るケース

⑤ 　農業生産者所有の有限責任会社への転

換

上記の①から④までは，ガバナンス構

造には変更を加えず，資本調達方法を工

夫したものであるが，この農業生産者所

有の有限責任会社への転換の例は，農業

生産者が引き続き株式を所有しているケ

ースである。株式数が農業者の生産・出

荷量とリンクしない場合には，生産者が

コントロール権を有さない株式会社へ，

そして上場会社へという方向に進みがち

になる。

⑥　上場会社化

協同組合を上場するための株式会社化

（上場は株式会社化して数年後のこともある）

は，基本的には協同組合の出口戦略にほ

かならない。最初は，農業生産者がコン
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からも明らかであろう。

では，農業協同組合は投資家所有の企業

と比較して非効率なのであろうか。やや古く

なるが，ハーデスティとサルジア（Hardesty 

and Salgia（2004））によると，酪農，農業資

材販売，果実・野菜それに穀物の４つの分

野における農業協同組合と投資家所有企業

との91年から02年の12年間の財務分析の結

果からみて，酪農部門を除き資産利益率で

は農業協同組合が低いが，すべての分野で

負債比率は低く，採算性や流動性では決定

的な違いはなかったとしている
（注12）

。

なお，比較すべき業績評価の指標を何に

するかは問題であり，組合員の経済の改善

の有無を考慮せず，単に企業ベースの指標

比較でよいか，また財務分析には直接反映

されない，農業協同組合による市場情報等

の提供，ロビイング活動その他の協同組合

の付随的サービス，さらには気象変動等に

よる豊凶に備えた施設投資などもコストを

増加させる要因であり，これらをどう評価

するかは問題であろう。

以上の農業協同組合の動きは，国内市場

の飽和化等により，輸出戦略に加え海外に

おいても事業展開を進める大規模な（販売）

農業協同組合の場合にとくに顕著であるが，

国際化は，ブランド供与，海外での生産へ

の投資，既存の工場の買収または合弁企業

の設立等様々な選択肢のなかで進められて

いる。それらは，成長戦略の一環として取

り組まれてきているもので，主として国内

市場の飽和化により成長の機会が限られて

いることや，市場の自由化による食品小売

合が支配権を維持するものである。

他の変形タイプには，引き続き協同組

合として事業を行うが，子会社の一部を

単に上場するもの，農産物の売買の事業

を農業協同組合に残し，付加価値をつけ

る事業を上場会社として分離し，前者に

後者に対する出荷権限を付与するものが

ある。

以上のように，資本増強を図るための工

夫には様々な形態がみられるが，いずれに

も共通するのは，伝統的な協同組合の組織

構造を維持することによる資本調達の制約

から解放されることにあるのは間違いない。

農業協同組合に限らず，協同組合の株式

会社化が指向される理由としては，主とし

て資本増強における制約と意思決定におけ

る非効率性があげられる。しかし，後者の

問題は組織の目的の違いによるものであり，

協同組合における一人一票の原則に基づく

意思決定と運営の参加は協同組合の強みで

もあるので，意思決定の問題は単に効率性

をもって論じられるべきものではない。

輸出をはじめ商品の差別化やニッチ戦略

の導入によってフードサプライチェーンで

の付加価値の高い分野で一定のポジション

を得ようと資本集約的なマーケティング・

販売戦略をとることに伴って必要とするリ

スク資本の調達は，重要な戦略的要素であ

るが，直ちに投資家所有の株式会社へと組

織転換する理由にはならない。それは多く

の農業協同組合が株式会社化をせずに，協

同組合としての性格を維持しつつ投資家所

有企業の利点もとり入れているという現実
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となった。事業の縮小傾向は50年代後半か

らはじまるが，倒産や投資家所有企業への

転換は，60年代の終わりから70年代にかけ

て顕著になり，そして80年代にはさらに顕

著な形であらわれることになった（Kramper

（2012））。

その原因は，端的にいうと，50年代後半

から70年代はじめの流通・小売革命に適切

に対応しきれなかったということに尽きる

と思われる。セルフサービス方式の店舗は

生協が最初に導入したものであったが，小

売業の分野では消費者の所得向上とライフ

スタイルの変化に対応し，投資家所有の企

業は，セルフサービス方式による郊外型の

大規模スーパーマーケットやハイパーマー

ケットを導入するなど，その資本力をもっ

て豊富な品揃えと低価格の商品提供をはじ

めた。それはそれまで生協の強みの一つで

あった価格競争力を失わせるとともに生協

の店舗を組合員にとって魅力のないものと

した。したがって，投資家所有企業への転

換も，生協が投資家所有企業と同じ競争条

件のもと生き延びようとするための出口戦

略としてとられたもので，戦略転換の時点

ではすでに回復できない遅れをとっており，

いずれは失敗する運命にあったといえる。

とりわけ流通・小売革命といった環境変

化の影響は，旧西ドイツにおいて最も激し

かったとされる（Kramper（2012），60年に

は2.6百万人いた組合員が90年には60万人とな

るなど極端に減少）。これは，旧西ドイツの

生協の組織基盤と密接に関係していたよう

である。労働組合の思想的心情を反映し，

業の寡占化の進行などの構造変化のなかで

の競争力強化を図るためである。しかし，

サプライチェーンの川下における市場支配

力を形成することは果たして可能なのかと

いう点は，解明すべき課題の一つである。

EUの調査・研究（ベイマンほか（2015））で

は，酪農部門において多国籍に事業を展開

している協同組合を考慮に入れても，個々

の協同組合が巨大小売資本の力に対抗する

十分な市場支配力を有しているという結論

は得られなかったとしている。
（注10） ベックムとベイマンの報告は，50のケース

の分析によるもので，具体的にどの区分にどの
農業協同組合が該当するのかは，その後も多か
れ少なかれ変化を繰り返してきており例示しな
いので，直接文献にあたられたい。

（注11） 2000年以降，多くの農業協同組合が倒産や投
資家所有企業へ転換した（Fulton and Hueth 
（2009））。しかし，数的にはそれは少数であり，
90年代のUSDAの報告（Wadsworth（1998））に
よれば，解散を避けるために規模と範囲の経済
を求めて合併等を選択するのが最も一般的であ
り，組織転換は米国の農業協同組合では一般的
なものではない（Chaddad and Cook （2004b），
Kramper （2012））

（注12） バッティラーニとシュレーター（Battilani 
and Schröter （2012））も，経営革新がなされ
ることで業績が改善するという事実を超えて，
組織構造の違いによる業績の違いに明確かつ一
般的な差異は存在しないと結論づけている。

（3）　生協

生協については，金融分野の協同組合や

農業分野の協同組合に先立って経営問題に

直面した。とくに欧州，なかんずくオラン

ダ，フランス，ベルギー，オーストリア，旧

西ドイツ，それに程度の差こそあれイギリス

では市場シェアを落とし，多くの場合には

組合員離れも加速して，ついには経営破た

んするか，投資家所有企業に転換すること
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くの組合員が離反し，競争相手に同化して

しまったと結論づけている。ミュンクナー

（1999）は，当時株式会社化の途を歩まずに

世界三大生協の一つとして成功していたド

ルトムント生協の倒産の事例を分析し，そ

の原因は，ビジョンの欠如，経営陣の将来

進むべき方向感覚の欠如，困難に際しての

対処能力の欠如等協同組合を脅かす多くの

課題があるとしつつ，「重要な問題は，協同

組合におけるガバナンスの問題だけでなく，

現代における協同組合の存在理由の問題で

ある。それは明確な特性と独自のコーポレ

ート・アイデンティティの欠如」だとして

いる。
（注13） ネーダー, R.（1989）『未来へのビジョン－

ヨーロッパの生協から学ぶ〈1〉～〈3〉』（野村
かつ子・奥田暁子訳），協同図書サービス

2　株式会社化の誘因と　
　　法的枠組が与える影響

株式会社化は協同組合のすべての分野で

進んだわけではないし，依然として健全な

伝統的協同組合が多数存在している。株式

会社化が進んだ分野でも，さらには国によ

っても様相は異なる。バッティラーニとシ

ュレーター（Battilani and Schröter （2012））

は，とりわけ80年代以降に世界的に進展し

た株式会社化を促した要因を，既存の文献

に基づき，①組織の制度的同質化，②同質

化と密接に関係する文化的環境，③経営陣

の私欲，④政治的要因（旧社会主義国におけ

る過去の負の遺産としての協同組合のイメー

ジの刷り込み），それに⑤協同組合は非効率

協同組合自身が伝統的な対抗力概念から抜

けきれず競争力に重きを置かなかったこと

で，大衆消費社会のなかで競争力を失って

しまったことにある。規模の経済を求めて，

60年代だけみても生協の数が50％も少なく

なるといったように合併戦略がとられたが，

急速な合併が協同組合としてのアイデンテ

ィティを失わせ，激化する小売競争の圧力

によって協同組合が投資家所有企業へと転

換し，74年には労働組合所有の株式会社に

転換，単協の事業を統合して乗り切ろうと

する途を歩むこととなる（Coop AG）。しか

し，旧西ドイツの生協が選択した株式会社

化の帰結は，89年のCoop AGの倒産という

もので（的場（1992）），それは西ヨーロッパ

諸国の生協が直面していた危機の深さを象

徴するものであった。

かかる現象は，ドイツに限らず，西ヨー

ロッパ諸国に共通するものであったが，大

衆消費社会，流通・小売革命が進展してい

った他のヨーロッパ諸国の生協がすべて同

じ運命をたどったわけではない。スカンジ

ナビア諸国やイタリアでは西ヨーロッパ諸

国とは様相が異なった。これは，マネジメ

ントの良し悪しを超えて，それぞれの国の

市場構造の違いもあるであろうが，西ヨー

ロッパ諸国の生協の失敗が決して避けるこ

とができないものではなかったという理由

にはなるであろう。

ところで，ヨーロッパの生協の成功とそれ

がなぜ活力を失い崩壊するに至ったかを分

析したラルフネーダーの『Making Change
（注13）

?』

は，生協の哲学教育がかけていたため，多
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されれば株式会社化が進むというわけでは

ないが
（注15）

，法的な枠組みのあり様は，協同組

合の株式会社への転換に重大な影響を与え

ており，より競争を促すための法的枠組を

整備するという制度的な改革に後押しされ

て組織転換が進んできたのは間違いがない。

ハッダードとクックは，株式会社化の波

は，多くの場合，協同組合が伝統的に重要

な経済的役割を果たしてきた産業分野にお

いて，「ゲームのルール」を根本的に変えて

しまうようないくつかの著しい制度変更と

市場の変化に続いて起こったとしている

（Chaddad and Cook（2004a））。しかし，これ

によって特定の国々，特定の分野で株式会

社化が進展したかの社会的，経済的合理性

についてはある程度説明がつくが，同じ国

の特定の分野で，さらには株式会社への転

換が許容されている国によっても株式会社

化の様相に違いがあることは説明できない。
（注14） ここで法的枠組といっているのは，組織法

ばかりでなく，税法をはじめ事業を行っていく
うえで競争法（独占禁止法）その他のルールを
含んでいる。例えば，ドイツの生協の株式会社
化の要因の一つに54年の法律が，小売商を保護
するために員外利用の許容と引き換えに利用分
量配当を 3 ％に制限したことや，出資配当分の
所得に対する税率が会社のそれより税率が高か
ったことが指摘されている（的場（1992））。また，
フィンランドの酪農協の連合組織であるヴァリ
オ（Valio）の株式会社化の最大の要因は，92年の
新競争法であったとされている（三石（1999））。

（注15） 68年の「金融機関の合併及び転換に関する
法律」により協同組織金融機関の株式会社であ
る銀行への転換が可能となったが，実際に転換
したのは，91年に普通銀行に転換した八千代信
金のみである。また，戦後株式会社から相互会
社に転換した生命保険会社についても95年の保
険業法の改正で株式会社化を許容する規定が置
かれたが，前述のように株式会社化がはじまる
のは00年の改正で端株の一括売却制度が導入さ

で成長性がないという観念に分類している。

これらは株式会社化の誘因を理論的に説明

するための仮説や要素であり，紙幅の関係

でそれぞれについての論評は省略するが，

すべて一つの仮説や要素をもって説明でき

るわけではない。

なお，現実的に株式会社化が差し迫った

課題として認識されることとなる要素は何

なのかという点に関し，バッティラーニと

シュレーターは，３つの要素が同時（必ず

しもすべて同時というわけではないが）に働

いた場合だとしている。すなわち，①相互

扶助をベースとした伝統的な協同組合の意

味合いが薄らいだ場合，②政府が株式会社

化の誘因を提供する場合，それに③将来を

見通したときに伝統的な現状の協同組合よ

りも株式会社化を含めた他の選択肢の方が

魅力的にみえるようになったときである。

ここでは，組織の制度的同質化とも密接

に関連する法的枠組についてふれておこう。

法的枠組
（注14）

は，単に株式会社化を許容すると

いうばかりでなく，それを禁止するという

点でも，またすでに株式会社への転換が許

容されている場合に株式会社化に関心を引

きつける環境をつくるという点でも，極め

て重要な役割を果たしてきた。

ちなみに，EUにおいては，イギリス，フ

ランス，フィンランド，ドイツ，スペイン，

ベルギーそして一定のケースに限るがルク

センブルクやデンマークは，協同組合等か

ら株式会社への転換を許容しているが，他

の国々では許容していない（Battilani and 

Schröter（2012））。株式会社化が法的に許容
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いうことを意味するが，それは脱法行為に

ほかならず，そのようなことが許されるは

ずはない。

また，員外利用の制限といった経営的な

制約から解放されることが株式会社化の理

由だとすれば，それは協同組合の意義を否

定するものであって，誰にとっての株式会

社化なのか，組合員にとって意味するとこ

ろを真剣に考えなければならない。

欧米における協同組合の株式会社化につ

いては，前述のように協同組合に批判的な

立場からの理由づけは，主として協同組合

はその運営が非効率であることと事業を拡

張するのに必要な資本の調達にも大きな制

約があることの２点である。しかし，欧米

の経験は，多くの協同組合は，その性格を

失わずに資本調達を可能とする途をひらい

て成功してきているし，協同組合であるが

故に経営が非効率であるという実証もない

ことを教えている。

環境の変化に応じて組織が変わらなけれ

ばならないというのは，すべての企業に共

通するもので協同組合に限らない。環境変

化に対応できなければいずれ経営は行き詰

まる。そもそも株式会社化すれば経営が良

くなるわけでもなければ，資本が集まるわ

けでもない。

さらに忘れてならないのは，株式会社化

によってもたらされる社会関係資本（Social 

capital）の破壊である。社会関係資本とは，

パットナムによると，「個人間のつながり，

すなわち社会的ネットワーク，およびそこか

ら生ずる互酬性と信頼性の規範」（パットナ

れた以降であり，現在も第一生命を除く大手 5

社は相互会社形態を維持している。

3　株式会社化の問題

先般の農協法改正では，株式会社への組

織変更についての根強い批判を受け，株式

会社への組織変更計画においては，株式の

譲渡制限
（注16）

に関する方法を定めなければなら

ないこととしている（施行規則219条）。株式

会社にする最大の理由は，資金調達を容易

にする点にこそあるはずであり，法律を改

正してまで株式会社化を認める意味が問わ

れよう。

これまでも必要に応じ組合が子会社を設

け，その事業の一部を子会社で行うといっ

たことが行われてきたことを考えると，連

合会であれば，その機能だけに着目して農

業協同組合の子会社とすることも考えられ

なくはない。しかし，事業の利用を通じて

会員に便益を供与するためというのであれ

ば，株式会社であればできて，協同組合の

連合会ではできないことは何もない。もし，

会員の行う事業とは無関係の事業を多角的

に展開できることに株式会社化の利点があ

るのではないかという主張があるとすれば，

それは誤りであり，現行の協同組合法のも

とで行うことができない事業は，組合の子

会社でもできないということを忘れてはな

らない。それが可能だとすれば，極端にい

って，現行法が認める事業のすべてを子会

社に移し，親である組合はいわば実質的に

持株組合のように運営することが可能だと
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ム（2006））であり，それは物的資本や人的

資本と同様に個人や集団の生産性を高める

ことに貢献するものである。ICAの協同組

合の定義上，明示的に社会関係資本に言及

はしていないが，それは協同組合の性格に

本来備わっているもので，実際に新たに協

同組合をスタートさせ，成功させるために

は，何が必要かを想定すればそのことは容

易に理解されよう（Nilsson et al（2012）を

参照）。そして，それは新制度派経済学にい

うフリーライダー問題やホライズン問題等

を乗り越える力をもった要素となっている

が，規模が拡大し，協同組合と組合員との

関係が利用関係だけに焦点が当たってくる

につれ，社会関係資本は脆弱になってくる。

わが国で，広域化，大規模化した農業協同

組合でもなお社会関係資本が維持されてい

るように思われるが，これはわが国の農業

協同組合が基盤とする農業の特性と農村社

会の美徳が少なからず維持されているため

であろう。株式会社化は，社会関係資本を

壊すのみではなく，コミュニティの脆弱化

を招くことにもつながる問題であることを

忘れてはならない。
（注16） 株式の譲渡制限をしても株式の譲渡ができ

ないわけではなく，株式の譲渡をもって会社に
対抗できないというに過ぎないので，株式を譲
り受けた者が譲渡人の代理人として株主の権利
を行使することは可能である。したがって，こ
れを排除するには，代理人資格についても農協
法と同様の制限を付する以外にはないであろう。

おわりに

協同組合は株式会社に比べて劣っている

という評価をする人たちの主張は，意思決

定のプロセスが非効率で，環境変化に柔軟・

迅速に対処することができず，メンバーの

拠出に依拠する資本調達では制約が多く積

極的な事業活動ができないというものであ

る。

しかし，協同組合における必要な資本調

達は株式会社化しなければできないわけで

はないし，株式会社化することで業績が向

上する確証はない。意思決定のプロセスが

非効率だという点については，それだけを

切り出して評価することは無意味である。

協同組合は，人間をその中心に据える民主

的な人的結合体であると同時に市場のなか

で他の企業と競争する事業体としての二重

の性格を有している。この二重の性格の故

に，内部にジレンマを抱える組織のように

みえなくはないが，そこにこそ価値があり，

企業体的側面だけから組織の効率・非効率

を論ずるべきではない。

組織はあくまで手段であって目的ではな

い。要は，道具としての組織の使い方がす

べてであるといって過言ではない。「組織は

戦略に従う」（チャンドラー）のであって，

決してその逆ではない。戦略とは，「われわ

れの事業は何か，何になるか，何であるべ

きか」との問いへの答え（ドラッカー）であ

る。これは自明のことのようであるが，そ

う簡単に答えられるものではないし，経営

が危機的な状況にもなれば，そのことはす

っかり忘れられてしまうのが常である。し

たがって，平常時においてこそ，組織が何

であるかではなく，その組織は何をなすべ
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きか，その機能は何かということを問い続

けなければならない。

最後になるが，協同組合にとっての「成

長とは何か」ということは，突き詰めて考

えるべき問題である。それは株式会社にお

ける成長の意味とはおのずと異なるはずで

あり，何のための，誰にとっての成長かと

いうことである。そのためには「われわれ

の事業は何か。何であるべきか」に対する

答えを，組織としてしっかりもっているこ

とが肝要である。そのことを徹底して検討

せず，組織の基本と原則を忘れた戦略なき

組織転換の行き着く先は，経営の破たんで

あることを多くの先例は教えている。
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